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１．調査概要                       

（１）調査目的 
千葉市内の企業や事業所の業績の推移やビジネスの方向性、課題などを把握することにより、効果的な

支援策等を企画する際の一助とするため、アンケート調査を「企業動向調査」として実施する。 

 

（２）調査対象 
千葉市に本社を置く企業とする。調査対象数は 1,000 件とし、総務省・経済産業省「令和 3年経済セン

サス活動調査」における千葉市内の企業数の業種別及び規模別の割合に合致するよう、総務省の事業所母

集団データベースより業種・規模毎に無作為抽出した。 

 

（３）調査時期 
2026 年 1月 16 日（金）～2月 6日（金） 

 

（４）調査方法 
先の方法で抽出された企業に調査依頼状を郵送し、WEBまたは同封した紙の調査票での回答を依頼した。 

 

（５）回収件数 
配布件数         1,000 件 

有効配布件数※     971 件 

  ※先の抽出方法で送付したところ 29件が宛先不明となった。1,000 件から宛先不明戻りの 29 件を 

除いた、合計 971 件を有効配布件数とした。 

回収数 587 件（郵送 329 件・WEB258 件） 

（回収率 58.7％・有効回収率 60.5％） 

【調査対象件数・回収件数内訳】 

 

※1 運輸・通信業：「Ｇ.情報通信業」、「Ｈ.運輸業、郵便業」 

※2 サ ー ビ ス 業：「Ｌ.学術研究、専門・技術サービス業」、「Ｎ.生活関連サービス業、娯楽業」、 

「Ｑ.複合サービス事業」、「Ｒ.サービス業（他に分類されない）」 

※3 その他非製造業：「Ａ.農業、林業」、「Ｆ.電気・ガス・熱供給・水道業」、「Ｊ.金融業、保険業」、 

「Ｋ.不動産業、物品賃貸業」、「Ｏ.教育、学習支援業」、「Ｐ.医療、福祉」  

対象件数 回収件数 回収率

1,000 587 58.7%

66 40 60.6%

934 535 57.3%

建設業 205 108 52.7%

運輸・通信業※1 61 25 41.0%

卸・小売業 214 107 50.0%

飲食・宿泊業 50 18 36.0%

サービス業※2 187 133 71.1%

その他非製造業※3 217 144 66.4%

- 12 -

全 体 

製造業

非製造業

業
種
別

無回答
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（６）調査機関 
株式会社東京商工リサーチ 千葉支店 

 

（７）報告書を読むに当たっての注意点 
○比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第 2位以下を四捨五入している。そのため単一回答であって

も構成比の合計が 100％にならない場合がある。  

○複数回答の設問は、回答が 2つ以上あり得るため、構成比の合計が 100％を上回る場合がある。  

○図表中の「N」（Number of cases の略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回答者の構成

比（％）を算出するための基数である。  

○二段組の集計表について上段は実数、下段は割合（％）を示している。  

○図表中の全体件数とは各設問に回答した件数であり、属性情報について未回答の企業もいるため、全体

件数と規模別や業種別の件数が合致しない場合がある。  

○ＢＳＩ（Business Survey Index）とは、前期と比較した調査時点における景気の「方向性」を示した

景況判断指数であり、景気の足元及び先行きを捉えることができる指数（業況等に対する判断におい

て、 「良い （増加）」と回答した割合から「悪い （減少）」と回答した割合を引いた指数）である。例え

ば業況の場合、数値がプラスであれば景気の見通しは上向きの局面、マイナスであれば景気の見通し

は後退の局面と判断している企業が多いということが分かる。そのため、四半期単位の短いスパンで

認識に変化があらわれる調査項目において対象としている。（例:売上、経常損益、資金繰り等） 

なお、ＢＳＩの前期、今期、来期、来々期の各期間は以下のとおり。  

前期:2025 年 7～9月期 

今期:2025 年 10～12 月期 

来期:2026 年 1～3月期 

来々期:2026 年 4～6 月期 

○ＤＩ （Diffusion Index）とは、調査時点における景気の「現状（水準）」を示した景況判断指数であり、

足元の景気の動向を捉えることができる指数 （業況等に対する判断において、 「良い （増加）」と回答し

た割合から「悪い （減少）」と回答した割合を引いた指数）である。例えば業況の場合、数値がプラス

であればその時点の景気は拡大、マイナスであれば景気は縮小と判断している企業が多いということ

が分かるため、半期単位の長いスパンで認識に変化があらわれる調査項目において対象としている。

（例:人材過不足、生産設備、営業用設備等）  

なお、ＤＩの前期、今期、来期、来々期の各期間は以下のとおり。  

前期:2025 年 7～9月期 

今期:2025 年 10～12 月期 

来期:2026 年 1～3月期 

来々期:2026 年 4～6 月期 

○従業員規模別の区分については、中小企業基本法の定義において卸売業、サービス業、小売業で小規模

事業者とされる「5 人以下」、製造業その他で小規模事業者とされる「6 人～20 人」、中小企業である

「21人以上」の 3つの区分としている。 

○本報告書 P6以降のコメントにおける形容詞等の記載ルールについては以下のとおり。 

  ±20 ポイント以上:「極端に」 

  ±20 ポイント未満 6ポイント以上:「大きく」 

  ±6ポイント未満 2ポイント以上:「やや」 

  ±2ポイント未満:「同様」  
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【参考】第 18 回調査回答企業の業種別及び規模別の割合 

・第 18 回調査の回答企業と抽出企業（経済センサスの割合）を比較すると、業種別、規模別とも、 

いずれの割合も差異は±5ポイント未満となっており大きな乖離はない。 

 
 

  

〇第18回調査の回答企業と抽出企業の比較

実数 割合（A） 実数 割合（B）

587 100.0% 1,000 100.0% 0.0

40 6.8% 66 6.6% 0.2

535 91.1% 934 93.4% ▲ 2.3

建設業 108 18.4% 205 20.5% ▲ 2.1

運輸・通信業 25 4.3% 61 6.1% ▲ 1.8

卸・小売業 107 18.2% 214 21.4% ▲ 3.2

飲食・宿泊業 18 3.1% 50 5.0% ▲ 1.9

サービス業 133 22.7% 187 18.7% 4.0

その他非製造業 144 24.5% 217 21.7% 2.8

12 2.0% 0 0.0% 2.0

392 66.8% 659 65.9% 0.9

114 19.4% 207 20.7% ▲ 1.3

74 12.6% 134 13.4% ▲ 0.8

7 1.2% 0 0.0% 1.2

第18回調査回答企業
第18回調査抽出企業

（経済センサスの割合） A-B
（単位：ﾎﾟｲﾝﾄ）

全 体 

非製造業

規
模
別

5 人以下

6 人～20人 

無回答

無回答

業
種
別

製造業

21人以上
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２．千葉市内企業の景況                 

（１）業況判断 
① 業況判断 

業況判断ＢＳＩは、▲20.8 と前期▲24.7 から 3.9 ポイント増加した 

来期は今期から 4.6 ポイント低下する見通し 

【ポイント】 
○業況判断ＢＳＩ（良い％－悪い％）は、前期▲24.7 から今期▲20.8 へと厳しさがやや弱まった。 

○先行きについてみると、来期は▲25.4 と厳しさがやや強まる見通しである。さらに来々期は▲26.2

と来期同様で推移する見込みである。 

○従業員規模別にみると、21人以上（前期▲17.1→今期▲8.2）と厳しさが大きく弱まった。 

○業種別にみると、建設業（前期▲18.5→今期▲3.8）で厳しさが大きく弱まった。一方で、運輸・通

信業 （4.5→▲16.0）では悪化に転じ、飲食・宿泊業（▲30.8→▲44.4）で厳しさが大きく強まった。 

 

【業況判断ＢＳＩ】 

 

  

-19.4 

-13.6 

-20.1 
-16.2 

-24.7 
-20.8 

-25.4 -26.2 

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 24.7 ▲ 20.8 3.9 ▲ 25.4 ▲ 4.6 ▲ 26.2

▲ 28.9 ▲ 23.8 5.1 ▲ 28.5 ▲ 4.7 ▲ 30.1

▲ 15.8 ▲ 19.3 ▲ 3.5 ▲ 20.2 ▲ 0.9 ▲ 24.8

▲ 17.1 ▲ 8.2 8.9 ▲ 16.5 ▲ 8.3 ▲ 8.2

▲ 35.9 ▲ 40.0 ▲ 4.1 ▲ 32.5 7.5 ▲ 45.0

▲ 23.8 ▲ 19.3 4.5 ▲ 25.1 ▲ 5.8 ▲ 24.8

建設業 ▲ 18.5 ▲ 3.8 14.7 ▲ 21.7 ▲ 17.9 ▲ 24.5

運輸・通信業 4.5 ▲ 16.0 ▲ 20.5 ▲ 8.0 8.0 ▲ 24.0

卸・小売業 ▲ 32.4 ▲ 32.0 0.4 ▲ 31.2 0.8 ▲ 32.4

飲食・宿泊業 ▲ 30.8 ▲ 44.4 ▲ 13.6 ▲ 41.2 3.2 ▲ 29.4

サービス業 ▲ 29.9 ▲ 25.6 4.3 ▲ 30.8 ▲ 5.2 ▲ 25.8

その他非製造業 ▲ 20.3 ▲ 12.6 7.7 ▲ 18.9 ▲ 6.3 ▲ 17.9

業況判断BSI＝良い％－悪い％

全  体

5 人以下

6 人～20人

21人以上

製造業

非製造業

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

規

模

別

業

種

別
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【従業員規模別、業種別動向】 

 
 

※前期から今期、今期から来期にかけてＢＳＩ（良い％－悪い％）で 10 ポイント以上差がある項目については、矢

印を表記している。 

※天気マークの基準は以下の図のとおり。  

  天気 
      

  BSI 20.0 以上 19.9～6.0 5.9～0.0 ▲0.1～▲5.9 ▲6.0～▲19.9 ▲20.0 以下 

2025年7～9月
前期実績

2025年10～12月
今期実績

2026年1～3月
来期見通し

2026年4～6月
来々期見込み

▲ 28.9 ▲ 23.8 ▲ 28.5 ▲ 30.1

▲ 15.8 ▲ 19.3 ▲ 20.2 ▲ 24.8

▲ 17.1 ▲ 8.2 ▲ 16.5 ▲ 8.2

▲ 35.9 ▲ 40.0 ▲ 32.5 ▲ 45.0

▲ 23.8 ▲ 19.3 ▲ 25.1 ▲ 24.8

▲ 18.5 ▲ 3.8 ▲ 21.7 ▲ 24.5

4.5 ▲ 16.0 ▲ 8.0 ▲ 24.0

▲ 32.4 ▲ 32.0 ▲ 31.2 ▲ 32.4

▲ 30.8 ▲ 44.4 ▲ 41.2 ▲ 29.4

▲ 29.9 ▲ 25.6 ▲ 30.8 ▲ 25.8

▲ 20.3 ▲ 12.6 ▲ 18.9 ▲ 17.9

規
模
別

業
種
別

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業

非製造業

5 人以下

6 人～20人

21人以上

製造業
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② 今期の業況判断の理由 

今期の業況判断ＢＳＩ算出の基となった、「業況」に関する質問において、業況が「良い」と回答した

理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 78.9％と最も高く、次いで「販売価格の動向」が 24.6％、

「仕入価格の動向」が 14.0％であった。 

一方、業況が「悪い」と回答した理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 55.7％と最も高く、次

いで「仕入価格の動向」が 42.5％、「仕入れ以外のコストの動向」が 24.6％であった。 

 

【今期の業況判断の理由】 ※複数回答 

「良い」と回答した理由 

 
※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

 

「悪い」と回答した理由 

 

※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

  

78.9

1.8

24.6
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外
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資
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為
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ト
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税
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・
会
計
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度
等
の
動
向

雇
用
の
動
向

そ
の
他

n=57

（％）

55.7

3.6

24.0

42.5

24.6

11.4

0.0 3.0 1.2

11.4 10.2
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国
内
需
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上
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の
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海
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③ 来期の業況判断の理由 

来期の業況判断ＢＳＩ算出の基となった、「業況」に関する質問において、業況が「良い」と回答した

理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 78.9％と最も高く、次いで 「販売価格の動向」が 23.7％、

「仕入価格の動向」が 10.5％であった。 

一方、業況が「悪い」と回答した理由をみると、「国内需要（売上）の動向」が 62.3％と最も高く、次

いで「仕入価格の動向」が 37.7％、「仕入れ以外のコストの動向」が 21.6％であった。 

 

【来期の業況判断の理由】 ※複数回答 

「良い」と回答した理由 

 
※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

 

「悪い」と回答した理由 

 

※業況判断の理由を明確化させるため、無回答は除いて集計・作表している。 

  

78.9

7.9

23.7

10.5

0.0
7.9

2.6
0.0 0.0 5.3

7.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

国
内
需
要
（
売
上
）
の
動
向

海
外
需
要
（
売
上
）
の
動
向

販
売
価
格
の
動
向

仕
入
価
格
の
動
向

仕
入
れ
以
外
の
コ
ス
ト
の
動
向

資
金
繰
り
・
資
金
調
達
の
動
向

株
式
・
不
動
産
等
の
資
産
価
格

動
向

為
替
レ
ー
ト
の
動
向

税
制
・
会
計
制
度
等
の
動
向

雇
用
の
動
向

そ
の
他

n=38

（％）

62.3

3.7

21.0

37.7

21.6

10.5

0.6 3.7 1.9
8.0

10.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

国
内
需
要
（
売
上
）
の
動
向

海
外
需
要
（
売
上
）
の
動
向

販
売
価
格
の
動
向

仕
入
価
格
の
動
向

仕
入
れ
以
外
の
コ
ス
ト
の
動
向

資
金
繰
り
・
資
金
調
達
の
動
向

株
式
・
不
動
産
等
の
資
産
価
格

動
向

為
替
レ
ー
ト
の
動
向

税
制
・
会
計
制
度
等
の
動
向

雇
用
の
動
向

そ
の
他

n=162

（％）



10 

（２）主要項目のＢＳＩ・ＤＩ 
【主要項目のＢＳＩ・ＤＩ】  

主要項目 前期から今期の推移と先行きの見通し 

①売上ＢＳＩ  

（増加％ー減少％） 

【今 期】▲14.4 と前期から 5.5 ポイント増加（減少幅がやや縮小した） 

【先行き】来期は▲ 22.8、来々期は▲ 23.4 と大きく低下する見通し 

②経常損益ＢＳＩ 

（好転％ー悪化％） 

【今 期】▲18.1 と前期から 3.7 ポイント増加（低調感がやや弱まった） 

【先行き】来期は▲24.7と大きく低下し、来々期は▲23.4と同様で推移する見通し 

③資金繰りＢＳＩ  

（好転％ー悪化％） 

【今 期】▲14.5 と前期から 1.3 ポイント増加（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲16.9とやや低下し、来々期は▲15.0と同様で推移する見通し 

④人材過不足ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲21.1 と前期から 1.9 ポイント上昇（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲23.0、来々期は▲21.7と同様で推移する見通し 

⑤生産設備ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲5.2 と前期から 3.5 ポイント増加（不足感がやや縮小した） 

【先行き】来期は▲5.7、来々期は▲6.7 と同様で推移する見通し 

⑥営業用設備ＤＩ 

（過剰％ー不足％） 

【今 期】▲5.2 と前期から 1.9 ポイント増加（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲4.0、来々期は▲4.6 と同様で推移する見通し 

 

 

  

今期－前期 来期ー今期

▲ 19.9 ▲ 14.4 5.5 ▲ 22.8 ▲ 8.4 ▲ 23.4

▲ 21.8 ▲ 18.1 3.7 ▲ 24.7 ▲ 6.6 ▲ 23.4

▲ 15.8 ▲ 14.5 1.3 ▲ 16.9 ▲ 2.4 ▲ 15.0

今期－前期 来期ー今期

▲ 23.0 ▲ 21.1 1.9 ▲ 23.0 ▲ 1.9 ▲ 21.7

▲ 8.7 ▲ 5.2 3.5 ▲ 5.7 ▲ 0.5 ▲ 6.7

▲ 7.1 ▲ 5.2 1.9 ▲ 4.0 1.2 ▲ 4.6

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

DI

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

①売上BSI

②経常損益BSI

③資金繰りBSI

④人材過不足DI

⑤生産設備DI

⑥営業用設備DI

BSI

2025年

7～9月

前期実績
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【主要項目天気図】 

 

※「人材過不足」「生産設備」「営業用設備」はポイントが 0に近い方がよい項目であり、天気図として記載すること

が不適当であるため作表しない。 

※前期から今期、今期から来期にかけてＢＳＩ（良い％－悪い％）で 10 ポイント以上差がある業種については、矢

印を表記している。 

※天気マークの基準は以下の図のとおり。  

  天気 
      

  BSI 20.0 以上 19.9～6.0 5.9～0.0 ▲0.1～▲5.9 ▲6.0～▲19.9 ▲20.0 以下 

  

2025年7～9月
前期実績

2025年10～12月
今期実績

2026年1～3月
来期見通し

2026年4～6月
来々期見込み

▲ 19.9 ▲ 14.4 ▲ 22.8 ▲ 23.4

▲ 21.8 ▲ 18.1 ▲ 24.7 ▲ 23.4

▲ 15.8 ▲ 14.5 ▲ 16.9 ▲ 15.0

売上

経常損益

資金繰り
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① 売上ＢＳＩ 

売上ＢＳＩ（増加％－減少％）は前期▲19.9 から今期▲14.4 へと減少幅がやや縮小した。 

先行きについてみると、来期は▲22.8 と減少幅が大きく拡大する見通しである。さらに来々期は▲23.4

と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期▲12.0→今期 13.5）と減少から増加に転じた。 

業種別にみると、飲食・宿泊業（前期▲30.8→今期▲11.1）、建設業 （▲19.8→▲6.6）と減少幅が大きく

縮小した。一方で運輸・通信業（9.1→▲8.0）と増加から減少に転じた。 

 

【売上ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-11.6
-8.1

-13.9

-8.4

-19.9

-14.4

-22.8 -23.4

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 19.9 ▲ 14.4 5.5 ▲ 22.8 ▲ 8.4 ▲ 23.4

▲ 24.0 ▲ 20.3 3.7 ▲ 27.4 ▲ 7.1 ▲ 28.2

▲ 12.0 ▲ 13.3 ▲ 1.3 ▲ 15.9 ▲ 2.6 ▲ 20.5

▲ 12.0 13.5 25.5 ▲ 10.8 ▲ 24.3 ▲ 4.1

▲ 21.0 ▲ 17.5 3.5 ▲ 17.5 0.0 ▲ 30.0

▲ 19.8 ▲ 14.5 5.3 ▲ 23.6 ▲ 9.1 ▲ 22.9

建設業 ▲ 19.8 ▲ 6.6 13.2 ▲ 22.9 ▲ 16.3 ▲ 26.7

運輸・通信業 9.1 ▲ 8.0 ▲ 17.1 ▲ 8.0 0.0 ▲ 20.0

卸・小売業 ▲ 31.0 ▲ 24.6 6.4 ▲ 31.2 ▲ 6.6 ▲ 32.4

飲食・宿泊業 ▲ 30.8 ▲ 11.1 19.7 ▲ 29.4 ▲ 18.3 ▲ 23.5

サービス業 ▲ 24.0 ▲ 20.8 3.2 ▲ 26.7 ▲ 5.9 ▲ 23.8

その他非製造業 ▲ 11.7 ▲ 8.4 3.3 ▲ 17.7 ▲ 9.3 ▲ 12.6

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

21人以上

2026年

4～6月

来々期見込み

売上BSI＝増加％－減少％

全  体

5 人以下

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別

6 人～20人
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② 経常損益ＢＳＩ 

経常損益ＢＳＩ（好転％－悪化％）は前期▲21.8 から今期▲18.1 へと低調感がやや弱まった。 

先行きについてみると、来期は▲24.7 と今期より低調感が大きく強まる見通しである。さらに来々期

は▲23.4 と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期▲12.3→今期 1.4）と低調から好調に転じた。 

業種別にみると、飲食・宿泊業（前期▲50.0→今期▲29.4）と低調感が極端に弱まった一方、運輸・

通信業（0.0→▲8.0）と好調から低調に転じた。 

 

【経常損益ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-16.0
-12.4

-19.5

-14.9

-21.8
-18.1

-24.7 -23.4

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 21.8 ▲ 18.1 3.7 ▲ 24.7 ▲ 6.6 ▲ 23.4

▲ 26.9 ▲ 22.3 4.6 ▲ 27.6 ▲ 5.3 ▲ 27.0

▲ 11.6 ▲ 17.2 ▲ 5.6 ▲ 22.5 ▲ 5.3 ▲ 24.5

▲ 12.3 1.4 13.7 ▲ 12.4 ▲ 13.8 ▲ 2.7

▲ 29.4 ▲ 31.5 ▲ 2.1 ▲ 25.7 5.8 ▲ 34.3

▲ 21.5 ▲ 17.3 4.2 ▲ 24.8 ▲ 7.5 ▲ 22.6

建設業 ▲ 17.8 ▲ 5.9 11.9 ▲ 19.3 ▲ 13.4 ▲ 21.9

運輸・通信業 0.0 ▲ 8.0 ▲ 8.0 4.0 12.0 ▲ 20.0

卸・小売業 ▲ 30.6 ▲ 34.1 ▲ 3.5 ▲ 34.0 0.1 ▲ 30.2

飲食・宿泊業 ▲ 50.0 ▲ 29.4 20.6 ▲ 47.1 ▲ 17.7 ▲ 41.2

サービス業 ▲ 27.0 ▲ 23.0 4.0 ▲ 25.6 ▲ 2.6 ▲ 21.6

その他非製造業 ▲ 13.6 ▲ 8.8 4.8 ▲ 24.3 ▲ 15.5 ▲ 16.9

経常損益BSI＝好転％－悪化％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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③ 資金繰りＢＳＩ 

資金繰りＢＳＩ（好転％－悪化％）は前期▲15.8 から今期▲14.5 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲16.9 と今期より窮屈感がやや強まる見通しである。さらに来々期は

▲15.0 と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、5人以下（前期▲18.9→今期▲16.4）で窮屈感がやや弱まった。 

業種別にみると、運輸・通信業（前期▲9.5→今期 4.2）と悪化から好転に転じた一方、製造業 （▲27.0

→▲33.3）と窮屈感が大きく強まった。 

 

【資金繰りＢＳＩ】 

 

 

 

  

-12.4
-9.1

-16.3
-13.9

-15.8 -14.5
-16.9

-15.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 15.8 ▲ 14.5 1.3 ▲ 16.9 ▲ 2.4 ▲ 15.0

▲ 18.9 ▲ 16.4 2.5 ▲ 17.7 ▲ 1.3 ▲ 16.1

▲ 13.6 ▲ 13.3 0.3 ▲ 16.8 ▲ 3.5 ▲ 16.1

▲ 4.1 ▲ 5.4 ▲ 1.3 ▲ 12.1 ▲ 6.7 ▲ 8.1

▲ 27.0 ▲ 33.3 ▲ 6.3 ▲ 22.2 11.1 ▲ 33.3

▲ 15.2 ▲ 13.3 1.9 ▲ 16.6 ▲ 3.3 ▲ 13.7

建設業 ▲ 12.4 ▲ 3.7 8.7 ▲ 11.4 ▲ 7.7 ▲ 8.4

運輸・通信業 ▲ 9.5 4.2 13.7 ▲ 4.2 ▲ 8.4 ▲ 4.2

卸・小売業 ▲ 22.6 ▲ 25.3 ▲ 2.7 ▲ 29.3 ▲ 4.0 ▲ 21.4

飲食・宿泊業 ▲ 41.7 ▲ 38.9 2.8 ▲ 29.4 9.5 ▲ 11.7

サービス業 ▲ 18.0 ▲ 14.2 3.8 ▲ 17.4 ▲ 3.2 ▲ 12.7

その他非製造業 ▲ 7.5 ▲ 10.8 ▲ 3.3 ▲ 11.5 ▲ 0.7 ▲ 15.2

資金繰りBSI＝好転％－悪化％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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④ 人材過不足ＤＩ 

人材過不足ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲23.0 から今期▲21.1 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲23.0 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲21.7と

来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、すべての従業員規模で同様で推移した。 

業種別にみると、製造業 （前期▲15.3→今期 0.0）と不足から過剰に転じた。一方、飲食・宿泊業 （▲

25.0→▲38.8）と不足感が大きく強まった。 

 

【人材過不足ＤＩ】 

 

 

 

  

-28.9
-32.7

-26.0 -24.5 -23.0
-21.1

-23.0 -21.7

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 23.0 ▲ 21.1 1.9 ▲ 23.0 ▲ 1.9 ▲ 21.7

▲ 13.6 ▲ 12.0 1.6 ▲ 12.5 ▲ 0.5 ▲ 11.5

▲ 30.7 ▲ 30.7 0.0 ▲ 35.1 ▲ 4.4 ▲ 35.1

▲ 53.9 ▲ 52.7 1.2 ▲ 59.5 ▲ 6.8 ▲ 54.0

▲ 15.3 0.0 15.3 ▲ 10.0 ▲ 10.0 ▲ 5.0

▲ 23.8 ▲ 22.9 0.9 ▲ 24.3 ▲ 1.4 ▲ 23.2

建設業 ▲ 44.3 ▲ 35.9 8.4 ▲ 36.8 ▲ 0.9 ▲ 34.9

運輸・通信業 ▲ 27.3 ▲ 28.0 ▲ 0.7 ▲ 28.0 0.0 ▲ 28.0

卸・小売業 ▲ 14.8 ▲ 19.5 ▲ 4.7 ▲ 22.3 ▲ 2.8 ▲ 18.4

飲食・宿泊業 ▲ 25.0 ▲ 38.8 ▲ 13.8 ▲ 41.2 ▲ 2.4 ▲ 29.4

サービス業 ▲ 25.2 ▲ 27.1 ▲ 1.9 ▲ 30.0 ▲ 2.9 ▲ 30.2

その他非製造業 ▲ 11.7 ▲ 8.7 3.0 ▲ 8.0 0.7 ▲ 9.5

人材過不足DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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⑤ 生産設備ＤＩ 

生産設備ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲8.7 から今期▲5.2 へと不足感がやや弱まった。 

先行きについてみると、来期は▲5.7 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲6.7 と来

期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期▲14.0→今期▲4.9）と不足感が大きく弱まった。 

業種別にみると、サービス業 （前期▲18.5→今期▲7.7）と不足感が大きく弱まった。一方、運輸・通

信業（0.0→▲11.1）と過剰から不足に転じた。 

 

【生産設備ＤＩ】 

 

 

 

 

  

-2.8 -2.9
-6.1

-6.8
-8.7

-5.2 -5.7 -6.7

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 8.7 ▲ 5.2 3.5 ▲ 5.7 ▲ 0.5 ▲ 6.7

▲ 7.1 ▲ 5.3 1.8 ▲ 5.4 ▲ 0.1 ▲ 7.7

▲ 14.0 ▲ 4.9 9.1 ▲ 2.4 2.5 ▲ 2.4

▲ 3.6 ▲ 5.3 ▲ 1.7 ▲ 15.8 ▲ 10.5 ▲ 10.5

▲ 5.2 0.0 5.2 ▲ 7.5 ▲ 7.5 ▲ 5.0

▲ 9.7 ▲ 6.8 2.9 ▲ 5.5 1.3 ▲ 7.5

建設業 ▲ 11.1 ▲ 8.3 2.8 ▲ 8.3 0.0 ▲ 11.1

運輸・通信業 0.0 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 11.1 0.0 ▲ 11.1

卸・小売業 ▲ 12.5 ▲ 11.5 1.0 ▲ 11.5 0.0 ▲ 11.5

飲食・宿泊業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 ▲ 18.5 ▲ 7.7 10.8 ▲ 2.6 5.1 ▲ 2.6

その他非製造業 ▲ 2.4 0.0 2.4 0.0 0.0 ▲ 6.3

生産設備DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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⑥ 営業用設備ＤＩ 

営業用設備ＤＩ（過剰％－不足％）は前期▲7.1 から今期▲5.2 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲4.0 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲4.6 と来

期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期▲12.1→今期▲3.0）と不足感が大きく弱まった。 

業種別にみると、建設業 （前期▲11.7→今期▲4.8）と不足感が大きく弱まった。一方、運輸・通信業

（0.0→▲10.0）と過剰から不足に転じた。 

 

【営業用設備ＤＩ】 

 

 

 

 

 

  

-6.5 -5.3 -5.6 -5.8
-7.1

-5.2 -4.0 -4.6

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 7.1 ▲ 5.2 1.9 ▲ 4.0 1.2 ▲ 4.6

▲ 6.3 ▲ 7.2 ▲ 0.9 ▲ 5.9 1.3 ▲ 6.3

▲ 12.1 ▲ 3.0 9.1 ▲ 1.5 1.5 ▲ 3.0

▲ 1.9 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0

▲ 5.9 ▲ 2.7 3.2 0.0 2.7 0.0

▲ 6.9 ▲ 5.6 1.3 ▲ 4.7 0.9 ▲ 5.3

建設業 ▲ 11.7 ▲ 4.8 6.9 ▲ 4.8 0.0 ▲ 4.8

運輸・通信業 0.0 ▲ 10.0 ▲ 10.0 ▲ 10.0 0.0 ▲ 5.0

卸・小売業 ▲ 3.2 ▲ 6.7 ▲ 3.5 ▲ 6.7 0.0 ▲ 6.7

飲食・宿泊業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 ▲ 12.1 ▲ 8.1 4.0 ▲ 4.1 4.0 ▲ 5.6

その他非製造業 ▲ 3.8 ▲ 2.5 1.3 ▲ 2.5 0.0 ▲ 4.9

営業用設備DI＝過剰％－不足％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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（３）その他項目のＢＳＩ・ＤＩ 
【その他項目のＢＳＩ・ＤＩ】  

項目 前期から今期の推移と先行きの見通し 

①国内需要ＢＳＩ  

（拡大％ー縮小％） 

【今 期】▲17.2 と前期から 1.7 ポイント増加（同様で推移した） 

【先行き】来期は▲23.0とやや低下し、来々期は▲24.2と同様で推移する見通し 

②仕入価格ＢＳＩ  

（上昇％ー低下％） 

【今  期】42.8 と前期から 3.7 ポイント増加（上昇傾向がやや強まった） 

【先行き】来期は 40.1 とやや低下し、来々期は 40.9 と同様で推移する見通し 

③販売価格ＢＳＩ  

（上昇％ー低下％） 

【今  期】16.3 と前期から 2.6 ポイント増加（上昇傾向がやや強まった） 

【先行き】来期は 12.9 と上昇傾向がやや弱まり、来々期は 15.3 と上昇傾向 

やや強まる見通し 

④人材採用ＤＩ  

（積極的％ー消極的％） 

【今  期】▲34.3 と前期から 6.1 ポイント低下（消極性が大きく強まった） 

【先行き】来期は▲33.8 と同様で推移し、来々期は▲31.7 と消極性がやや弱

まる見通し 

 

 

  

今期－前期 来期ー今期

▲ 18.9 ▲ 17.2 1.7 ▲ 23.0 ▲ 5.8 ▲ 24.2

39.1 42.8 3.7 40.1 ▲ 2.7 40.9

13.7 16.3 2.6 12.9 ▲ 3.4 15.3

今期－前期 来期ー今期

▲ 28.2 ▲ 34.3 ▲ 6.1 ▲ 33.8 0.5 ▲ 31.7

2026年

4～6月

来々期見込み

②仕入価格BSI

③販売価格BSI

①国内需要BSI

BSI

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

④人材採用DI

DI

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し
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① 国内需要ＢＳＩ 

国内需要ＢＳＩ（拡大％－縮小％）は前期▲18.9 から今期▲17.2 へと同様で推移した。 

先行きについてみると、来期は▲23.0 と今期より減少幅がやや拡大する見通しである。さらに来々期

は▲24.2 と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上 （前期▲15.8→今期 0.0）と縮小から拡大に転じた。一方、6～20人

（▲13.9→▲20.5）と減少幅が大きく拡大した。 

業種別にみると、飲食・宿泊業 （前期▲36.4→今期▲22.2）と減少幅が大きく縮小した。一方、運輸・

通信業（0.0→▲8.0）と拡大から縮小に転じた。 

 

【国内需要ＢＳＩ】 

 

 

 

  

-13.9

-8.1

-17.8

-13.1

-18.9
-17.2

-23.0 -24.2

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 18.9 ▲ 17.2 1.7 ▲ 23.0 ▲ 5.8 ▲ 24.2

▲ 21.2 ▲ 19.8 1.4 ▲ 25.2 ▲ 5.4 ▲ 26.3

▲ 13.9 ▲ 20.5 ▲ 6.6 ▲ 24.1 ▲ 3.6 ▲ 27.9

▲ 15.8 0.0 15.8 ▲ 10.8 ▲ 10.8 ▲ 9.5

▲ 36.8 ▲ 32.5 4.3 ▲ 32.5 0.0 ▲ 40.0

▲ 17.8 ▲ 16.1 1.7 ▲ 22.5 ▲ 6.4 ▲ 23.4

建設業 ▲ 12.5 ▲ 10.6 1.9 ▲ 19.4 ▲ 8.8 ▲ 24.3

運輸・通信業 0.0 ▲ 8.0 ▲ 8.0 ▲ 8.0 0.0 ▲ 16.0

卸・小売業 ▲ 26.2 ▲ 28.4 ▲ 2.2 ▲ 35.9 ▲ 7.5 ▲ 35.3

飲食・宿泊業 ▲ 36.4 ▲ 22.2 14.2 ▲ 23.5 ▲ 1.3 ▲ 17.6

サービス業 ▲ 25.2 ▲ 18.5 6.7 ▲ 24.6 ▲ 6.1 ▲ 21.1

その他非製造業 ▲ 11.1 ▲ 9.9 1.2 ▲ 15.5 ▲ 5.6 ▲ 18.5

国内需要BSI＝拡大％－縮小％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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② 仕入価格ＢＳＩ 

仕入価格ＢＳＩ（上昇％－低下％）は前期 39.1 から今期 42.8 へと上昇傾向がやや強まった。 

先行きについてみると、来期は 40.1 と今期より上昇傾向がやや弱まる見通しである。さらに来々期は

40.9 と来期同様で推移する見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期 43.5→今期 56.3）と上昇傾向が大きく強まった。一方、21

人以上（53.3→45.2）で上昇傾向が大きく弱まった。 

業種別にみると、製造業 （前期 31.5→今期 46.1）、建設業 （48.6→62.9）、その他非製造業（21.0→34.9）、

運輸・通信業（22.8→32.0）と上昇傾向が大きく強まった。一方、飲食・宿泊業（76.9→66.7）、卸・小

売業（61.8→52.4）、サービス業（29.5→22.8）と上昇傾向が大きく弱まった。 

 

【仕入価格ＢＳＩ】 

 

 

 

 

  

47.4

51.8

47.3 46.7

39.1
42.8

40.1 40.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

39.1 42.8 3.7 40.1 ▲ 2.7 40.9

34.4 38.4 4.0 34.3 ▲ 4.1 33.3

43.5 56.3 12.8 54.6 ▲ 1.7 62.3

53.3 45.2 ▲ 8.1 46.5 1.3 46.5

31.5 46.1 14.6 46.1 0.0 46.1

39.7 42.2 2.5 39.2 ▲ 3.0 40.0

建設業 48.6 62.9 14.3 52.3 ▲ 10.6 51.4

運輸・通信業 22.8 32.0 9.2 28.0 ▲ 4.0 32.0

卸・小売業 61.8 52.4 ▲ 9.4 53.4 1.0 52.5

飲食・宿泊業 76.9 66.7 ▲ 10.2 52.9 ▲ 13.8 64.7

サービス業 29.5 22.8 ▲ 6.7 20.4 ▲ 2.4 25.7

その他非製造業 21.0 34.9 13.9 35.9 1.0 33.4

仕入価格BSI＝上昇％－低下％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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③ 販売価格ＢＳＩ 

販売価格ＢＳＩ（上昇％－低下％）は前期 13.7 から今期 16.3 へと上昇傾向がやや強まった。 

先行きについてみると、来期は 12.9 と今期より上昇傾向がやや弱まる見通しである。さらに来々期は

15.3 と来期より上昇傾向がやや強まる見込みである。 

従業員規模別にみると、21 人以上（前期 21.9→今期 30.2）と上昇傾向が大きく強まった。 

業種別にみると、飲食・宿泊業 （前期 0.0→今期 16.6）、製造業（5.4→18.0）、建設業（11.7→23.0）、

その他非製造業（4.3→13.5）と上昇傾向が大きく強まった。一方、サービス業（9.8→0.8）と上昇傾向

が大きく弱まった。 

 

【販売価格ＢＳＩ】 

 

 

 

 

 

  

15.0
17.7 19.0

16.4
13.7

16.3
12.9

15.3

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（BSI）

今期－前期 来期ー今期

13.7 16.3 2.6 12.9 ▲ 3.4 15.3

9.3 10.6 1.3 7.8 ▲ 2.8 7.2

23.7 25.7 2.0 23.1 ▲ 2.6 26.8

21.9 30.2 8.3 21.9 ▲ 8.3 37.0

5.4 18.0 12.6 12.8 ▲ 5.2 18.0

14.5 16.1 1.6 12.7 ▲ 3.4 14.8

建設業 11.7 23.0 11.3 17.3 ▲ 5.7 16.4

運輸・通信業 9.5 8.3 ▲ 1.2 0.0 ▲ 8.3 12.5

卸・小売業 36.3 32.0 ▲ 4.3 30.1 ▲ 1.9 28.7

飲食・宿泊業 0.0 16.6 16.6 5.8 ▲ 10.8 11.7

サービス業 9.8 0.8 ▲ 9.0 1.7 0.9 12.1

その他非製造業 4.3 13.5 9.2 8.7 ▲ 4.8 6.3

販売価格BSI＝上昇％－低下％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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④ 人材採用ＤＩ 

人材採用ＤＩ（積極的％－消極的％）は前期▲28.2 から今期▲34.3 へと消極性が大きく強まった。 

先行きについてみると、来期は▲33.8 と今期同様で推移する見通しである。さらに来々期は▲31.7と

来期より消極性がやや弱まる見込みである。 

従業員規模別にみると、6人～20 人（前期▲13.1→今期▲20.9）へと消極性が大きく強まった。 

業種別にみると、飲食・宿泊業（前期▲16.6→今期 5.5）と消極的から積極的に転じた。一方、建設業

（▲4.8→▲29.3）と消極性が極端に強まった。 

 

【人材採用ＤＩ】 

 

 

 

  

-24.4

-22.9

-28.2

-28.8 -28.2

-34.3 -33.8
-31.7

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

2024年

7～9月

実績

10～12月

実績

2025年

1～3月

実績

4～6月

実績

7～9月

実績

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

4～6月

見込み（DI）

今期－前期 来期ー今期

▲ 28.2 ▲ 34.3 ▲ 6.1 ▲ 33.8 0.5 ▲ 31.7

▲ 50.5 ▲ 54.5 ▲ 4.0 ▲ 53.4 1.1 ▲ 51.1

▲ 13.1 ▲ 20.9 ▲ 7.8 ▲ 21.8 ▲ 0.9 ▲ 16.4

50.0 45.8 ▲ 4.2 45.8 0.0 41.6

▲ 48.7 ▲ 48.7 0.0 ▲ 48.7 0.0 ▲ 46.0

▲ 26.7 ▲ 33.9 ▲ 7.2 ▲ 33.5 0.4 ▲ 31.2

建設業 ▲ 4.8 ▲ 29.3 ▲ 24.5 ▲ 35.9 ▲ 6.6 ▲ 34.0

運輸・通信業 ▲ 9.5 ▲ 16.7 ▲ 7.2 ▲ 8.3 8.4 ▲ 4.1

卸・小売業 ▲ 39.6 ▲ 41.7 ▲ 2.1 ▲ 39.8 1.9 ▲ 38.8

飲食・宿泊業 ▲ 16.6 5.5 22.1 ▲ 5.9 ▲ 11.4 ▲ 11.7

サービス業 ▲ 33.9 ▲ 35.5 ▲ 1.6 ▲ 30.4 5.1 ▲ 28.0

その他非製造業 ▲ 32.5 ▲ 38.3 ▲ 5.8 ▲ 37.6 0.7 ▲ 33.3

人材採用DI＝積極的％－消極的％

全  体

5 人以下

6 人～20人

2025年

7～9月

前期実績

2025年

10～12月

今期実績

2026年

1～3月

来期見通し

2026年

4～6月

来々期見込み

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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（４）設備投資に関する現況 
① 設備投資 

設備投資を「実施/実施予定」と回答した企業は前期 7.1％から今期 7.2％へと 0.1 ポイント増加した。

先行きについてみると、2026 年 1～3 月以降は 5～7％台で推移する見通しである。 

規模別にみると、21人以上で 2025 年 10～12 月の「実施」の割合が 17.6％と全体を大きく上回る値で

あった。 

業種別にみると、運輸・通信業と製造業で 2025 年 10～12 月の「実施」の割合が 20％超と全体を極端

に上回る値であった。 

【設備投資】 

  

7.1

7.2

7.7

7.5

5.6

86.4 

88.1 

87.1 

87.2 

88.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2025年

7～9月

実績

（n=535）

2025年

10～12月

実績

（n=587）

2026年

1～3月

見通し

（n=587）

2026年

4～6月

見込み

（n=587）

2026年

7月以降

（n=587）

実施/実施予定 実施せず

（％）

（全体：実数、設備投資：％）

実施 実施せず 実施予定 実施せず 実施予定 実施せず 実施予定 実施せず

587 7.2 88.1 7.7 87.1 7.5 87.2 5.6 88.1

308 4.1 90.6 4.8 89.3 3.8 90.6 2.8 90.6

87 11.4 86.0 14.9 81.6 14.0 81.6 8.8 86.0

53 17.6 82.4 10.8 89.2 16.2 83.8 16.2 82.4

30 22.5 77.5 7.5 92.5 10.0 90.0 10.0 87.5

413 6.2 89.5 7.9 87.3 7.3 87.9 5.2 89.0

建設業 86 4.6 92.6 8.3 88.9 5.6 90.7 5.6 91.7

運輸・通信業 13 24.0 76.0 8.0 88.0 8.0 88.0 8.0 88.0

卸・小売業 90 1.9 91.6 1.9 91.6 4.7 88.8 2.8 90.7

飲食・宿泊業 16 11.1 88.9 11.1 83.3 5.6 88.9 16.7 77.8

サービス業 96 6.0 87.2 11.3 82.0 11.3 82.7 4.5 86.5

その他非製造業 112 6.9 90.3 8.3 88.2 6.9 89.6 5.6 89.6

※設備投資の有無を明確化させるため、無回答は除いて作表している。

全体

2025年

10～12月

実績

2026年

1～3月

見通し

2026年

4～6月

見込み

2026年

7月以降

予定

設備投資

全  体

5 人以下

6 人～20人

21人以上

製造業

非製造業

規

模

別

業

種

別
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（５）必要な支援や千葉市に期待すること 
現在必要としている支援やサポート、千葉市に期待することについて自由記入方式で聞き、回答を内容

別に整理した。 

現在必要としている支援やサポートについては、 「支援制度の充実・手続き簡略化」、 「物価高対策、 

料費等支援」がともに 17件と最も多く、次いで「雇用支援」が 14 件となっている。 

千葉市に期待することについては、 「まちづくり、人口増加、経済活性化」が 26件と最も多く、次いで

「支援制度の充実・手続き簡略化」が 14 件、「物価高対策、 料費等支援」が 13 件となっている。 

 

【必要な支援や千葉市に期待すること】 

（単位：件） 

 

事業資金 

支援 

支援制度の

充実・ 

手続き 

簡略化 

価格転嫁 

対策 
雇用支援 

物価高 

対策、 料

費等支援 

まち 

づくり、 

人口増加、

経済活性化 

賃上げ支援 減税 その他 

必要な支援やサポート 13 17 3 14 17 5 6 8 15 

千葉市に期待すること 5 14 4 2 13 26 7 10 16 

合計 18 31 7 16 30 31 13 18 31 
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【必要な支援やサポートに関する具体的な回答】※主なものを抜粋 

回答 業種 

事業資金支援 

 資金繰り。 建設業 

 支援金などがあると助かります。 卸・小売業 

 融資に関する支援。 その他非製造業 

支援制度の充実・手続き簡略化 

 電気設備交換の支援の補助金。 製造業 

 パソコン/管理システムソフト/電話/スマートフォンなどの IT 補助金の拡充。 卸・小売業 

 手続や申請に時間や労力のかからない助成金や補助金。 卸・小売業 

価格転嫁対策 

 介護報酬の大幅な引き上げ。 その他非製造業 

 この物価高の中で医療については販売価格に転嫁できず、かなり厳しい状況。 

仕事を積極的に取ってくることで何とか保っているが、単価及び販管費について

はどんどんと厳しくなっており、黙っていれば同じ仕事をしていてもどんどんと

収支が悪くなっていく業界。 

国民の医療費が切迫していることは理解しているが、医療は無くてはならない業

界であり、この職種で働く魅力がどんどんと減っている。 

物価が 1.5 倍にもなっているものも多くある中で、診療報酬が 1.5 倍になるの

か？ 

診療報酬は増額すると言われているが、一時的なものであることも予想されそれ

が従業員への給与に反映を未来永劫できるのか不安すぎる。 

医療業界の給与上昇へ行政側としてもなんとか支援いただきたい。 

その他非製造業 

雇用支援 

 企業マッチング、人材紹介。 建設業 

 当社のパート募集を昨年の１０月から継続的におこなっているが、実際に適材の

人が見つからない。人手不足は深刻な問題となっている。 
卸・小売業 

 人材紹介、あっせん等を。補助金制度の充実。 サービス業 

物価高対策、 料費等支援 

 材料（金属等）の値上げに対応する支援。 製造業 

 物価高騰による経費増大に対する支援金（他の都県、自治体では積極的に実施し

ている）。 
卸・小売業 

 再エネへの取り組み補助金支援。 サービス業 

賃上げ支援 

 高齢者雇用の賃上げ支援。 運輸・通信業 

 事業資金の支援及び賃上げに対応した支援。 建設業 

減税 

 支援、サポート外ですが、“社会保険料”の負担が大きいです。 建設業 

 消費税廃止と社会保険料の引下げ（基準を下げろ 基本給のみにするとか）。 その他非製造業 
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【千葉市に期待することに関する具体的な回答】※主なものを抜粋 

回答 業種 

事業資金支援 

 事業資金支援、物価高対策。 製造業 

 事業資金融資への利子補給、賃上げに対しての補助。 建設業 

 事業資金、 料費等の支援。 卸・小売業 

支援制度の充実・手続き簡略化 

 飲食店専用のプレミアム商品券の発行。 飲食・宿泊業 

 業務の簡素化。 その他非製造業 

 中小企業向けの低金利での融資があればと思います。 サービス業 

価格転嫁対策 

 適正価格での工事発注。 建設業 

 最低賃金の上昇決定を企業に義務付けるだけでなくその取引先にも義務化（コス

ト上昇分を負担するよう）して下さい。 
サービス業 

雇用支援 

 若者の就労支援。 建設業 

物価高対策、 料費等支援 

 中小企業者エネルギー価格等高騰対策支援金は続けていただきたい。 建設業 

 エネルギー支援が大変ありがたいです。今後も継続していってもらいたいです。 卸・小売業 

 再エネや次世代モビリティへの取り組みへの後方支援体制強化。 サービス業 

まちづくり、人口増加、経済活性化 

 千葉市場内の会社なので、市場の宣伝をお願いしたいです。 卸・小売業 

 個人の経営するお店を市のＨＰなどを通じて紹介してみては？ 卸・小売業 

 船橋市以東の地域の活性化（千葉市は活気が足りない様に感じている 特に人流

の面で） 
卸・小売業 

 Ｒｏｃｋ ｉｎ Ｊａｐａｎのような音楽イベントを蘇我や幕張で積極的に行

って欲しいと思います。その他の全国規模イベントも期待します。 
飲食・宿泊業 

 インフラを支える企業として「地域に技術と人材を根付かせ、将来に渡ってイン

フラを守り続けられる都市経営」を期待しています。 
サービス業 

賃上げ支援 

 千葉市だけでなく（超）中小企業が給与を上げる事が出来る環境を作ってほしい

です。製造業（建設業等）は間違いなく国の宝です。 
建設業 

減税 

 税金の減。 建設業 

 消費税の廃止。 サービス業 
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（６）インターネット回答のみへの変更 
インターネット回答のみへの変更については、「回答できる」が 65.5％、「回答できない」が 34.5％で

あった。 

【インターネット回答のみへの変更】 

 

 

  

回答できる

65.5%

回答できない

34.5%

n=505

（上段：実数、下段：％）

回答できる 回答できない

505 331 174

100.0 65.5 34.5

331 190 141

100.0 57.4 42.6

103 80 23

100.0 77.7 22.3

68 59 9

100.0 86.8 13.2

35 24 11

100.0 68.6 31.4

465 304 161

100.0 65.4 34.6

93 65 28

100.0 69.9 30.1

24 23 1

100.0 95.8 4.2

95 55 40

100.0 57.9 42.1

14 6 8

100.0 42.9 57.1

114 78 36

100.0 68.4 31.6

125 77 48

100.0 61.6 38.4

全体

インターネット回答のみへの変更

全  体

規

模

別

5 人以下

6 人～20人

21人以上

業

種

別

製造業

非製造業

建設業

運輸・通信業

卸・小売業

飲食・宿泊業

サービス業

その他非製造業
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●資料編                        

（１）調査票 
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（２）同封チラシ 
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